
2018年度 2019年度

①　保育所等のニーズ量につい
て、現状の確認と人口の再推計を
もとに、調査する。

①　保育所等
のニーズ量調
査の実施

①　－
①　保育所等
のニーズ量調
査の実施

①　2017年11
月

①　ニーズ量
調査を実施

①　－ ①　－

②　①のニーズ量調査をもとに、
今後の保育所等の量の見込みと確
保方策（待機児童数と必要な定員
児童数等）を、地域別に研究す
る。

②　今後の待
機児童数と必
要な定員児童
数等の地域別
の研究

②　－

②　今後の待
機児童数と必
要な定員児童
数等の地域別
の研究

②　2017年11
月

②　地域別の
待機児童数
（見込み）と
必要な定員児
童数等を研究

②　－ ②　－

③-ア　「町田
市子ども・子
育て支援事業
計画」の中間
見直しの実施

③-ア　ー
③-ア　見直し
の実施

③-ア　2017年
12月

③-ア　見直し
の実施

③-ア　－ ③-ア　－

（１）待機児童の
減少方策も含め、
将来的な目標をた
て、市民と共有す
る必要がある。

　町田市における現在の待機児童
数や、今後の保育所等への入所希
望数などについて将来的な見込み
をたて、必要となる定員枠が確保
できるよう、計画の策定及び保育
所等の整備を行う必要がある。

　保育所等への入所
を希望する市民の
ニーズが満たされて
いる。

③　②で研究した内容をもとに、
2019年4月の待機児童がゼロにな
るよう、「町田市子ども・子育て
支援事業計画」の中間見直しを行
い、地区ごと（堺・町田・忠生・
鶴川・南）に必要な保育所等を整
備する。

1
公立保育
所運営事
業

子ども生
活部子育
て推進課

要改善

　待機児童の減少方策も
含め、将来的な目標をき
ちんと立て、市役所内だ
けでなく市民と共有する
こと。

　その中で公立保育所と
しての存在意義や果たす
べき役割の再認識をし、
市内保育所の公民連携の
発信拠点になること。

　また、それらを担う保
育士の育成と確保に関し
て改善が必要である。

改善内容

評価
結果

評価の総括
総括の整理
（項目別）

所管課として
受け止めた課題

目指すべき姿 改善に向けた取組 目標値 達成時期
2017年度
取組実績

年度計画
指標 現状値
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番号 事業名 所管部課

評価

③-イ　保育所
等の整備
※2018年4月
時点　待機児
童数（３歳未
満児）171人
（「『町田市
子ども・子育
て支援事業計
画』の中間見
直し」の待機
児童見込数）

【町田地区】
・認可保育所
（認証保育所
からの移行）
1施設
【鶴川地区】
・認可保育所
（既存認可保
育所の増改
築）１施設
・小規模保育
事業所　1施
設
【南地区】
・小規模保育
事業所　7施
設

※上記以外
に、町田・鶴
川・南地区で
小規模保育事
業所を2施設
整備予定

③-イ　－
※2019年4月
時点　待機児
童数（３歳未
満児）0人
（「『町田市
子ども・子育
て支援事業計
画』の中間見
直し」の待機
児童見込数）

③-イ　「町田
市子ども・子
育て支援事業
計画」に基づ
く保育所等の
整備

③-イ　－
※2017年4月
時点　待機児
童数市全体
229人

【堺地区】
19人
【忠生地区】
10人
【町田地区】
50人
【鶴川地区】
61人
【南地区】
89人

③-イ　整備完
了

【整備施設】

・認可保育所
（分園）設置
1施設
・認可保育所
（認証保育所
からの移行）
1施設
・認可保育所
（既存認可保
育所の増改
築）1施設
・小規模保育
事業所の設置
13施設
・20年間期間
限定認可保育
所1施設
・幼稚園型接
続型認定こど
も園1施設

③-イ　2019年
３月

③-イ　保育所
等の整備
※待機児童数
市全体
（2017年4月
時点）
229人
【堺地区】
・小規模保育
事業所　1施
設
【町田地区】
・20年間期間
限定認可保育
所　1施設
・小規模保育
事業所　１施
設
【鶴川地区】
・小規模保育
事業所　1施
設
・幼稚園型接
続型認定こど
も園　1施設
【南地区】
・認可保育所
（分園）　1
施設
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①　保育所等における医療的ケア
児の受け入れの要件や、ケアする
内容などを定めた「（仮称）医療
的ケア児保育所等受け入れ方針」
を策定する。

①　「（仮
称）医療的ケ
ア児保育所等
受け入れ方
針」の策定

①　－ ① 方針の策定 ①　2019年3月 ①　検討
①　検討・策
定

①　－

②　ケアス
ペースの確
保・看護師の
配置手段の確
保

②　－

②　公立保育所の果たすべき役割
として、医療的ケア児受け入れを
を率先して行うため、5施設すべて
の公立保育所において、ケアス
ペースの確保や、児童専属の看護
師確保など、保育環境や保育体制
の整備を行う。

②　医療的ケ
ア児の受け入
れに関する公
立保育所の保
育環境・保育
体制の整備

②　－
②　保育環
境・保育体制
の整備完了

②　2019年3月 ②　検討

1
公立保育
所運営事
業

子ども生
活部子育
て推進課

要改善

　待機児童の減少方策も
含め、将来的な目標をき
ちんと立て、市役所内だ
けでなく市民と共有する
こと。

　その中で公立保育所と
しての存在意義や果たす
べき役割の再認識をし、
市内保育所の公民連携の
発信拠点になること。

　また、それらを担う保
育士の育成と確保に関し
て改善が必要である。

【認可保育所としての公立・民間
保育所の相違点】
　公立・民間の認可保育所は、国
の「保育所認可等の基準に関する
指針」で定める設置基準（以下
「設置基準※1」という。）に基づ
き、保育所運営を行っている。そ
のため、認可保育所としての公
立・民間保育所の保育士配置や設
備条件、基本的な運営内容に大き
な差はなく、公立・民間の認可保
育所は、設置基準の範囲内で、施
設ごとの理念や保育方針に基づ
き、特色のある保育を行ってい
る。

【公立保育所の役割・公民連携に
ついて】
　保育所に子どもを預けて働きた
いという保護者のニーズが全国的
に増えているため、相対的に、ア
レルギー対応が必要な児童や、た
んの吸引や経管栄養などの医療的
ケアが必要な障がい児（医療的ケ
ア児）を保育所へ預けたいという
ニーズも増えてくることが予想さ
れる。
　また、2018年4月から施行され
る「障害者の日常生活及び社会生
活を総合的に支援するための法律
及び児童福祉法の一部を改正する
法律」では、地方公共団体におい
て、医療的ケア児への支援を充実
することが求められている。

　これらの動向を受け、医療的ケ
ア児の保護者が安心して子どもを
保育所等に預けられるようにする
ためには、対象児童の受け入れを
行う仕組み・体制を構築する必要
がある。また、医療的ケア児の受
け入れを公立保育園が率先して行
うことで、民間の保育所等の自発
的な受け入れを促していく必要が
ある。
　医療的ケア児の受け入れにあ
たっては、公立保育所の保育環境
や保育体制を常に整えておく必要
がある。

※1設置基準では、保育所の定員、開所時
間（11時間以上開所）、保育時間（1日8
時間以上の保育）、設備（保育室、乳児
室・ほふく室、調乳室、医務室、調理室
等）、職員配置（保育士、調理員等）、保
育所運営（必要な設備用具、必要な帳簿
等）等が定められている。

　医療的ケアの必要
性の有無にもかかわ
らず、保育所等での
保育が必要なすべて
の子どもを受け入れ
る保育環境・保育体
制が整っている。

（2）公立保育所
としての存在意義
や果たすべき役割
の再認識をし、市
内保育所の公民連
携の発信拠点にな
る必要がある。
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①　非常勤保育士の給与や任用年
数などの処遇については、地方公
務員法の改正を受け2020年4月か
ら開始される非常勤職員制度と合
わせ、必要な条例・制度等の見直
しを行う。

①　非常勤保
育士の処遇に
関する条例・
制度等の改正

①　－
①　条例・制
度等の改正

①　2020年3月

①　非常勤保
育士の処遇に
関する課題点
の抽出

①　関係部署
との検討

①　条例・制
度等の改正

②　保育補助業務の専門性を高め
るため、みなし保育士の活用策を
検討し、制度構築を行う。また、
みなし保育士の活用策に基づき、
みなし保育士を採用する。

②　みなし保
育士の活用策
の制度構築

②　－
②　みなし保
育士の採用

②　2020年3月
②　みなし保
育士の活用に
向けた研究

②　みなし保
育士の活用に
向けた研究及
び制度構築

②　みなし保
育士の採用開
始

③　公立保育所の保育士が医療的
ケア児への対応方法などを学ぶた
め、医療機関等が行う実務研修へ
参加する。

③　実務研修
への参加

③　－ ③　参加 ③　2019年3月 ③　－
③　実務研修
への参加

③　－
※取組は継続
実施

1
公立保育
所運営事
業

子ども生
活部子育
て推進課

要改善

　待機児童の減少方策も
含め、将来的な目標をき
ちんと立て、市役所内だ
けでなく市民と共有する
こと。

　その中で公立保育所と
しての存在意義や果たす
べき役割の再認識をし、
市内保育所の公民連携の
発信拠点になること。

　また、それらを担う保
育士の育成と確保に関し
て改善が必要である。

（３）それらを担
う公立保育士の育
成と確保に関し、
改善が必要である

　公立保育所の常勤保育士の確保
については、保育所設置基準に基
づいた必要数を配置できている一
方で、障がい児の対応や、朝夕の
長時間保育に対応を行う加配職員
については、常勤保育士が担うク
ラス担任に加えて、非常勤保育士
を配置している。

　この非常勤保育士の確保が困難
であるため、給与や任用年数など
の処遇について見直しを行う必要
がある。

　正規の保育士の補助業務を行う
職員については、みなし保育士
（例：幼稚園教諭や小学校教諭の
免許保持者）の活用を研究し、市
の子育て施策の維持を検討する必
要がある。

　保育士の育成に関しては、特に
知識が必要な医療的ケア児への対
応について行う必要がある。その
ため、当該児童のクラス担任であ
る常勤保育士や加配の非常勤保育
士等が、専門的な対応ができる方
法を学べるよう、その機会を創出
する必要がある。

　保育士の確保・育
成方法が整備され、
公立保育所における
臨時職員及び非常勤
嘱託員が充足されて
いる。
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